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第 1章 沿  革
第 1節 センター設置に至るまでの状況3)
大学発足以来,学生の健康管理は各学部の厚生
補導係が直接担当し,学生部の厚生課が連絡調整
を行ってきた。学部では保健室を設けて,非常勤
の校医及び常勤の看護婦が,健康相談や応急処置
を行うとともに,毎年春には校医及び市内の病院
または開業医の医師 ・看護婦の協力を得て,学校
保健法に基づく定期健康診断並びに臨時に要注意
学生,運動部学生等の健康診断を実施 してきた。
学生の健康管理のうち,特に重要な項目の結核
性疾患の早期発見のためのレントゲン間接撮影は
学生部が直接実施計画を立て,各学部ごとに行っ
ていた。当初は大学にレントゲン間接撮影装置が
ないので, 日赤富山支部に依頼 して装置を大学に
運び,学生 ・教職員のレントゲン間接撮影を実施
し,異常者については,さ らに直接撮影を行って
結核の早期発見に努めた。昭和27(1952)年度に
文部省からレントゲン間接撮影装置購入予算の配
布を受けたため,学生部に初めて 1台を備付け,
厚生課保健係及び非常勤のレントゲン技師が各学
部の撮影を実施 した。さらに昭和30(1955)年度
には2台を購入 し,教育学部及び工学部の保健室
に備えつけた。また最初の装置が10年を経過 し,
かなり性能 も低下 したので昭和37(1962)年に設
備更新の予算を得て,能率のよい軽量のコンデン
サー式 レントゲン間接撮影装置を購入 し,五福構
内に移転 した文理学部校舎内のレントゲン室に備
付けて,五福構内の学生,教職員の結核性疾患の
早期発見を期 した。
当初健康管理のための国の予算は少なく,十分
な活動ができないので,昭和24(1949)年月補
導協議会に諮 り,学長の決裁を得て,学生が入学
時に 1人当たり200円の保健費を昭和34(1959)
年まで徴収 していた。この保健費は学生の伝染病
予防接種及び保健厚生施設の補助並びに保健厚生
に関する緊急事業に使用 していた。昭和35(1960)
年度からは大学後援会から学生保健衛生補助費と
して毎年11万円,昭和38(1963)年度から15万円
の補助を受け,保健室の救急薬品及び衛生材料の
購入,寄宿舎の下水便所,炊事場の消毒,炊事人
の検便経費等にあてていた。
この間,昭和30(1955)年を境にして結核によ
る休学は激減 したが,精神疾患は全学生のO.2-0。3
%を占め, この数値はずっと変わらなかった。そ
こで精神衛生の管理を目的の一つとして,昭和30
(1955)年7月8日に制定された学生相談所設置
要項の定めるところにより,同年 8月1日に学生
相談所が発足することになった。学生相談所では,
13名の学識と経験豊かな教官が交代で相談を担当
していた。この13名は当時の文理学部の教官 2名,
教育学部 5名,経済学部 2名,薬学部 1名,工学
部 2名,医師 1名であった。
相談の事項は,学業 ・精神衛生 ・経済事情 ・就
職 ・健康 ・対人関係 ・家庭 ・住居など,学生の生
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2活にとって悩みの種となっているすべての事項に
及び,相談相手になる教官は,学生自らが選ぶこ
とができた。
学生相談所は文部省の厚生補導特別企画の助成
をうけて,新入学生に対 して精神衛生指導のため
の人格調査を実施 していた。 この調査は昭和38
(1963)年度か ら3年の継続事業として行った。
調査の方法はMMPIを用い,新入学生に対 して
一斉テス トを行い,不適応学生の早期発見,早期
治療を目的としていたのであるが,その成果がど
のようなものであったかについては,資料が残さ
れていないので,不明である。
第 2節 センターの設置
昭和41(1966)年に文部省は全国の国立大学に
保健管理センターを設置する方針をうちだした。
昭和41(1966)年度は4校 (東大 ・京大 ・長崎大 0
島根大)にすぎなかったが,その後センター設置
校は着実に数を増 し,本学では昭和50(1975)年
4月1日からセンターが発足することになった。
同年 4月にセンター事務取扱いに当時の林学長が
就任 し,同年 5月,富山大学保健管理センター規
則が制定された。同 7月には,セ ンター所長に教
養部の有沢教授 (併任)が就任 した。
発足当初は,文理学部,薬学部,工学部の構内
に診療室があり,文理学部と学生会館に相談室を
置き,定期 ・臨時健康診断,応急処置,心身の健
康相談等に当たってきた。スタッフは精神科医,
カウンセラー各 1名,看護婦 4名 (うち2名は学
生部厚生課保健係併任, 1名は工学部学務係併任),
栄養± 1名である。他に非常勤学校医 9名,学生
相談員として各学部 と教養部か らおのおの 1名
(いずれも併任)がセンターに所属 し,「センター
の庶務は,当分の間,学生部厚生課において処理
する」(富山大学保健管理センター規則,第16条)
ことになった。
この間,昭和51(1976)年4月から学生相談所
業務はセンターに移管されている。昭和55(1980)
年 4月1日から現在の場所に移り,名実ともに統
一されたセンターとしての活動が始められた。
第 2章 組織 と運営
第 1節 組織
保健管理センターは富山大学における保健管理
に関する専門的業務を行い,学生および職員の健
康の保持増進を図ることを目的とした学長直属の
全学的機関である。
富山大学保健管理センター規則第 3条は,セ ン
ターに次の各号に掲げる職員を置く,と記載する。
(1)所長
(2)教授,助教授及び講師
暢)学 校医
“)看 護婦
幅)技 術職員及び事務職員
(6)その他必要な職員
しかし,現員は,平成12(2000)年4月1日現
在教授 (神経精神医学)1,助教授 (カウンセラー)
1,看護婦 2である。事務職員については,昭和
50(1975)年の設立当時,「センターの庶務は,
当分の間,学生部厚生課において処理する」(富
山大学保健管理センター規則,第16条)という規
程に従うことで当座をしのぐことになっていたが,
20年余を経た現在もこの状況はまったく変わって
いない。このように庶務を担当する事務職員の立
場が学生部所属であるため,その上司である学生
部次長などが保健管理業務に理解があるか否かで,
業務遂行が円滑にできたりできなかったりする,
というぐあいに安定感がいまひとつ乏 しいという
うらみがある。
第 2節 運営機構
保健管理センター規則の第10条以下には,セ ン
ターの運営機構に関する事項が記載されている。
第10条 セ ンター委員会に,セ ンターの適正な
運営を図り,保健管理の充実を期するた
め,保健管理センター運営委員会 (以下
「運営委員会」という。)を置 く。
第11条 運営委員会は,次の各号に掲げる事項
を審議する。
(1)センターの事業計画に関すること。
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(2)センターの具体的運営に関すること。
暢)そ の他所長が必要と認める事項。
第12条 運営委員会は,次の各号に掲げる委員
をもって組織する。
(1)センターの所長及び教員
(2)第7条第 1項第 4号に掲げる教員
(3)学生部長及び学生部次長
に)人 事課長,主計課長,学生課長及び厚生
課長
第13条 運営委員会に委員長を置き,所長をもっ
て充てる。
2 委員長は,運営委員会を招集 し,その
議長となる。
3 委員長に事故あるときは,あ らかじめ
委員長の指名する委員がその職務を代行
する。
第 3章 施設 と運営
第 1節 施  設
昭和50(1975)年4月1日のセンター発足に先
立って,施設をどこに設置するかということが問
題になった。当初,セ ンターを現在の図書館の付
近に,独立棟として設置するという考えが有力で
あった。 しか し,「この機会に,手狭になった本
部管理棟を新築 したいので,その戦略に協力 して
ほしい」という事務局の要請をいれるかたちで,
旧事務局を改築 し, 1階にセンター, 2階に学生
部が入ることになった。
第 2節 設  備
保健衛生の主眼が,従前の,結核をはじめとす
る伝染病予防から成人病予防へとシフトするにつ
れ,センターの設備も更新を迫 られている。体脂
肪測定器や自動血圧測定器,健康教育 ・啓蒙のた
めのビデオ装置などの設置はそうした要請に応え
たものである。
なお, レクリエーション・セラピー室は,他大
学のセンターには見られないユニークな設備であ
り,学生 ・教職員にたいへん好評を博 している。
この部屋は,昭和57(1982)年に設置したもので,
碁や将棋,保健衛生 0スポーツ関係の雑誌 ・書籍
やビデオ装置,それに体力測定器などを備えてい
る。所期の目的どおり,学生同士の気楽な交流の
場として,心身のリフレッシュと健康増進のため
に役立っているようである。
第 4章 事  業
第 1節 相談 ・広報事業
1。相談事業
富山大学保健管理センター規則の第 1条には,
「本学に学生及び職員の保健管理に関する専門的
業務を一体的に行うため,保健管理センターを置
く。」 とあり,同規則第 2条に,次の業務を行 う
ことと記されている。
(1)保健管理の実施についての企画,立案に関
すること。
(2)健康診断の実施及びその事後措置に関する
こと。
(3)健康相談及び救急処置に関すること。
(4)精神衛生その他就学上の相談に関すること。
(5)学内の環境衛生及び伝染病の予防について
の指導援助に関すること。
(6)保健管理の充実向上のための調査研究に関
すること。
(7)その他健康の保持増進に必要な専門的業務
に関すること。
以上のことから,セ ンターの目標 ・使命及び理
念は,富山大学の学生 ・職員の身体的 ・精神的健
康の保持 ・増進を図ることを通 じて,大学が担う
社会的使命としての教育並びに研究の機能を十分
に発揮させ,促進させることにある, と考えられ
る。
ところが現実に目を転ずると,セ ンターの運営
は様々な面で困難に直面 している。
まず,対象となる学生数増大の問題がある。セ
ンターが設立された昭和50年度の学生現員数は 4,
400名余 (学部学生 4,318,大学院生 176,専攻生,
留学生若千名)であったが,昭和60年度には5,200
4名余 (学部学生 5,070,大学院生 136,専攻生,
留学生若千名)に,平成11年度には,7,500名余
(学部学生 6,718,大学院生 591,専攻生,留学生
200名余)と,著 しく増加 している。 これを直接
反映するものとしては,健康診断 (定期 ・臨時)
や相談の量的増加があるが,近年,健康管理と相
談業務の両面ともに顕著な質的変化が生 じている。
教育的環境の変化としては,志願者選抜方法の
多様化,女子学生の増加,外国人留学生の増加,
大学院生の増加,モ ラトリアムの瀬 (び)漫的風
潮などがある。メンタル ・ヘルスの側面では,摂
食障害,境界人格障害,スチューデント0アパシー,
無気力状態,留年 0休学 ・退学の増加2)がみられ,
マルチ商法やカル ト入信への勧誘,薬物濫用への
誘惑などの不健全な社会的背景 も見逃すことがで
きない。また,流行のきざしをみせている肺結核
やエイズの予防などに関する正 しい知識の普及 ・
啓蒙の必要性など,新 しい問題が相次いで生 じて
いる。
ところが,当面,セ ンターの人員増は望めそう
もなく,あまつさえ平成11年度のセンター運営費
配分額が前年度より約89万円も減額された結果,
健康診断の費用が賄えない始末である。肺結核の
早期発見のためには胸部X線検査が不可欠である
が,健康診断の強化を指示 しながらも運営費配分
を減額するという文部省の態度はどうみても不可
解といわざるを得ない。こうした事態にどう対応
してゆけばよいのかは,大学全体が負った重大な
今後の課題である。
2.広報活動
広報活動の一環として平成 8(1996)年3月か
ら,広報紙 「ほけかん」を年 4回発行 している。
従来,センターは 「学園ニュース」(学生部発行)や
「学報」にセンターの情報を提供 してきた。 しか
し 「ほけかん」の趣旨は,学生の自由な参加を呼
びかけ,彼 らのニーズに直接対応 しよういうもの
であり,その反応が徐々にあらわれはじめている。
第 2節 調査 ・研究事業
文部省見解では,保健管理センターは第一義的
には 「厚生補導のための施設」と位置づけられて
いる。そのため人員構成,研究費,設備のいずれ
の面においてもセンターは研究環境に恵まれてい
るとはいえない。
ともあれ,セ ンターの調査 。研究のうちから,
本学の保健管理の改善に直結すると思われるもの
の一部を例示 しておく (以下の①～③)。
①センター発足後,最初に行った重要な調査 ・
研究事業は,入学者選抜に際 して実施されていた
心身の障害による合否判定基準の改正である。
毎年,「文部省高等教育局長通知」の形式で入
学者選抜実施要項が通知されるが, このうち特に,
入学者選抜に際 して健康診断により不合格の判定
を行うについては,「疾病など心身の異常のため
志望学部 ・学科等の教育の目的に即 した履修に耐
えないこと,又は伝染病などにより集団生活に適
さないことが,入学後の保健指導等を考慮 しても
なお明白な場合に限定することが望ましい」とさ
れる。
本学の場合,現在の富山大学入学者選抜健康診
断判定基準 (以下,判定基準)が制定されるまで
には,相当な時間が必要であった。すなわち,昭
和54(1979)年度までの入学志願者に適用された
判定基準では 「C」判定 (不合格)に該当すると
して,列挙された疾患 ・障害が 「ハンセン氏病」
「トラコーマ」「性病」など時代錯誤の感 じを免れ
なかった。そこでセンターの働きかけによって,
昭和55(1980)年11月7日に 「判定基準に関する
専門委員会」が発足 し,判定基準の根本的再検討
を開始 した。当時の問題点としては,「募集要項」
と 「内規」との間に書かれた判定基準が違うこと,
判定を行う校医によってA, B, Cの判定に個人
差が生 じる恐れがあること等に関して一般的な審
議がおこなわれた。さらに,学部学科によっては
「色覚異常」についての偏見が根強 く,改善を求
めるセンターとの間に激 しい応酬があったが,そ
の後の社会情勢の変化はセンターの主張を後押 し
するかたちとなり,判定基準は大幅に緩和される
ことになったのである。
②センターでは昭和54(1979)年度分から休 ・
富山大学保健管理センターの歩みと現状
退学の実態調査を始めた。これは全国大学メンタ
ル ・ヘルス研究会の共同事業として現在も継続中
である。体 ・退学の原因を究明 し,予防の手だて
を探ろうというのがその目的である2)。
③留年,体 ・退学は,個々の学生の側の事情と
大学側の制度的背景との関係に左右されることが
多い。そのため治療者側は,既に発生 してしまっ
たこの種の不適応状態を後から追いかける格好に
なって,努力が空回りをしてしまい,無力の悲哀
を感 じることがある。特に,留年は第一義的には
教育の問題で,問題が発生 してから精神科医やカ
ウンセラーが個人的レベルで援助に乗り出しても
効果が十分にあがらないことが多い2)。したがっ
て,教職員が平生からそれぞれの立場と視野を活
かして,問題に取り組むことが肝要であり,他大
学にも 「個別の事務組織である教務や学生課など
や学生と係わる教官組織や事務機構との連携が必
要」1)という意見がある。
これと同様な立場から,本学センターも学内に
積極的な提言をしてきた。その結果,富山大学学
生相談連絡会議」(平成 8(1996)年11月8日制
定)が発足 した。この会議の組織構成員には,教
員以外に学生部職員のうちから2人,各学部の厚
生補導担当事務職員のうちから各 1人 (第3条)
が含まれており,教官組織と事務機構との連携が
図られている。 この組織がうまく機能すれば,不
適応学生の救済に大きな威力が発揮されるであろ
う*。
第 3節 その他の事業
センターでは定められた日常業務を遂行するこ
との外に,学生の健康の自己管理につながる保健
指導の一助として,種々の特異な企画を実施 して
きたので, この機会にその主なものを記 して置き
たい。
①昭和56(1981)年には,富山大学保健管理セ
ンター公開講座 「こころの科学」(10回:20時間),
翌57(1982)年には, 同「こころとからだ」(7
回 :14時間)を開催 し,いずれも好評を博 した。
②昭和57(1982)年には新 しい試みとして,学
生同士の気楽な交流の場になることを期待 して,
碁や将棋,体力測定器などを備えたレクリエーショ
ン・セラピー室を設置 した。これはレントゲン室
が年間にして 1カ月程度の使用で,あとは全 く空
き部屋になるため,実効性のある利用方法を考慮
した結果,学生の気楽な団乗の場にすることにし
たものである。設置当初は閑散としていたが,徐々
に人気が高まり,現在は学生の出入りが絶えない
状況である。
③昭和55(1980)年には,文部省から厚生補導
特別企画の援助を受け,第 1回 「健康増進合宿セ
ミナー」を,極楽坂スキー場で開催 した。この企
画は昭和57(1982)年まで,都合 3回行われた。
目的は,心身の健康増進, グループ体験を通 して
の好ましい人間関係の形成と自己実現等であった。
しかし,参加者が減少 したので,昭和58(1983)
年から,北陸地区国立 5大学合同での 「健康増進
合宿セミナー」に切替えて開催することにした。
以来, この企画は平成 7(1995)年まで13回にわ
たって続けられたが,参加希望者が著 しく減少 し
たのでit っ｀たん中止することになり, 日下, こ
れに代わる新 しい企画を考慮中である。
第 5章 将来展望
保健管理センターでは,所期の目標を達成する
ために,(1)定期及び臨時の健康診断,(2)身体的 ・
精神的健康相談及び指導,G)環境衛生及び伝染
病等の予防についての指導,援助を行ってきた。
しか し, より積極的な健康維持には個人個人の
「健康の自己管理」がもっとも重要である。 この
「健康の自己管理」を行 うには,健康や疾患につ
いての正確な知識を有することが不可欠である。
そのためには健康教育が必要であり, これを行う
ことでセンターの理念 ・目標を更に一歩前進させ
ることができる。このために,現在は健康管理の
施設として位置づけられているセンターを,将来
は研究 ・教育の施設とし,全学の健康管理と健康
教育を一体化 した専門的業務を行う施設として整
備することなどの検討が必要であろう。
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